
 

修正履歴 

 

資料名：公募要項 

 

時点 ページ 箇所 修正前 修正後 

12 月 4 日 2 公募要項等の範囲 別紙１ 要求水準書 

別紙２※１ 提案様式集 

別紙３※２ 評価基準書 

別紙４※３ 浦賀駅前周辺地区活性化事業

の実現に向けた三者連携協定書（案） 

別紙５※３ 事業協力者協定書（案） 

別紙１ 要求水準書 

別紙２ コンセプトブック 

別紙３※１ 提案様式集 

別紙４※２ 評価基準書 

別紙５※３ 浦賀駅前周辺地区活性化事

業の実現に向けた三者連携協定書（案） 

別紙６※３ 事業協力者協定書（案） 

12 月 26 日 2 公募要項等の範囲 参考資料１ 守秘義務対象資料一覧 

参考資料２ 守秘義務対象資料 

参考資料３ 事業対象地一覧 

参考資料４ 都市計画手続きのフロー 

参考資料１ 守秘義務対象資料一覧 

参考資料２ 守秘義務対象資料 

参考資料３ 事業対象地一覧 

参考資料４ 都市計画手続きのフロー 

参考資料５ 浦賀ドック再整備・運営事

業の事業費の考え方 

1 月 28 日 2 公募要項等の範囲 ※１ 一部を令和６年12月下旬開示予定 

※２ 令和６年12月下旬開示予定 

※１ 一部を令和６年12月下旬開示済み 

※２ 令和６年12月下旬開示済み 

4 月 4日 2 公募要項等の範囲 ※１ 一部を令和６年12月下旬開示済み 

※２ 令和６年12月下旬開示済み 

※３ 令和７年２月下旬開示予定 

※１ 一部を令和６年12月下旬開示済み 

※２ 令和６年12月下旬開示済み 

※３ 令和７年２月下旬開示済み 



12 月 4 日 2 （２）事業対象地

の概要 

  
1 月 28 日 2 所在地番および面

積等 

駅前工場跡エリアの国有地の位置は守秘義務

対象資料３における橙色の範囲を参照してくだ

さい。 

 

 

 

 

駅前工場跡エリアの国有地の位置は守秘義

務対象資料３－１における橙色の範囲を参照

してください。みかん山周辺エリアの国有地

の位置は守秘義務対象資料３－２における青

色の範囲を参照してください。 

 

 
４月４日 2 所在地番および面

積等 

 
 

12 月 4 日 3 （２）事業対象地

の概要 

要求水準と図中のエリア名称の位置が異なる 要求水準と同様の地図に差し替え 



2 月 28 日 5 ４ 事業内容に関

する事項 

（３）事業概要 

①事業内容 

イ 浦賀ドック再

整備・運営事業 

共通 プロジェク

トマネジメント業

務 

民有地開発事業、基本計画検討業務及び

市有地活用事業について、本市との協議

等の窓口となるとともに、事業全体の進

捗管理、関係企業のマネジメントや事業

間の連携を推進する。 

民有地開発事業、基本計画検討業務及び

市有地活用事業について、本市との協議

等の窓口となるとともに、事業全体の進

捗管理、関係企業のマネジメントや事業

間の連携、エリアマネジメントに係る取

組みを推進する。 

2 月 28 日 6 ４ 事業内容に関

する事項 

（３）事業概要 

②事業スキーム 

事業スキームのイ

メージ 

 事業スキームのイメージ図に※3を追記。 

 

※3 各業務の概要と代表企業及び各構成

企業の役割を定めるとともに、各業務の

契約締結等、必要な手続きを定めた実施

協定の締結を予定しています。 

12 月 4 日 6 事業スキームのイ

メージ 

「５（２）①応募者の構成及び資格」 「５（３）①応募者の構成及び資格」 

1 月 30 日 7 ③ 事業スケジュ

ール 

応募書類の受付 令和７年４月16日～

令和７年４月18日 

応募書類の受付 令和７年５月14日～

令和７年５月16日 

１次審査の結果通知 令和７年６月上旬 １次審査の結果通知 令和７年７月上旬 

選考委員会によるヒアリ

ング 

令和７年６月下旬 選考委員会によるヒア

リング 

令和７年７月下旬 

選定結果公表 令和７年７月頃 選定結果公表 令和７年８月頃 

浦賀駅前周辺地区活性化

事業の実現に向けた三者

連携協定締結 

事業協力者協定締結 

令和７年８月以降 浦賀駅前周辺地区活性

化事業の実現に向けた

三者連携協定締結 

事業協力者協定締結 

令和７年９月以降 

12 月 4 日 8 （１）提案事項 別紙２ 提案様式集 別紙３ 提案様式集 



12 月 26 日 9 ⑥ 市有地活用事

業に関する市負担

の上限額 

⑥ 市有地活用事業に関する市負担の上限額 

・12月下旬に提示します 

⑥ 市有地活用事業に関する市負担の考え方 

・12 月下旬に提示します市有地活用事業にお

ける市が負担する整備費及び維持管理運営費

については、民有地活用事業による市税収入

（固定資産税及び都市計画税）の 1/4 の 20 年

分相当額を目安にすることを基本とし、その

時点の市の財政状況を踏まえた金額を想定し

ています。詳細については、参考資料５をご

参照ください。 

1 月 28 日 10 ① 応募者の構成

及び資格 

応募グループを構成する法人（以下「構成企

業」という。）は３（３）①に示す業務のいず

れかを担当することとし、 

応募グループを構成する法人（以下「構成企

業」という。）は４（３）①に示す業務のいず

れかを担当することとし、 

12 月 26 日 11 ② 応募の制限 応募グループの構成企業が、次の項目のいずれ

かに該当する場合は、応募することができませ

ん。 

法人または応募グループの構成企業が、次の

項目のいずれかに該当する場合は、応募する

ことができません。 

1 月 30 日 13 （４）応募手続き 公募要項等に関する質

疑への回答 

令和７年１月 28 日頃 公募要項等に関する

質疑への回答 

令和７年１月 31 日頃 

公募要項等に関する質

疑書の受付期間（第２

回） 

令和７年３月３日～令

和７年３月６日 

公募要項等に関する

質 疑 書 の 受 付 期 間

（第２回） 

令和７年３月 10 日～

令和７年３月 13 日 

公募要項等に関する質

疑への回答（第２回） 

令和７年３月 27 日頃 公募要項等に関する

質疑への回答（第２

回） 

令和７年４月４日頃 

参加申請・応募書類の

受付 

令和７年４月 16 日～

令和７年４月 18 日 

参加申請・応募書類

の受付 

令和７年５月 14 日～

令和７年５月 16 日 

選考委員会によるヒア

リング 

令和７年６月下旬 選考委員会によるヒ

アリング 

令和７年７月下旬 

選定結果公表 令和７年７月頃 選定結果公表 令和７年８月頃 

4 月 4日 13 ４）応募手続き 守秘義務対象資料の受

取 

令和６年 11 月 29 日～

令和７年３月 10 日 

守秘義務対象資料の

受取 

令和６年 11月 29日～

令和７年５月 16 日 



12 月 26 日 13 （４）応募手続き 公募要項等に関する質疑書の受付期間 

令和６年 12 月 24 日～令和６年 12月 27 日 

公募要項等に関する質疑書の受付期間 

令和６年 12 月 24 日～令和７年１月８日 

12 月 26 日 13 ② 応募希望表明

書の受付 

応募を希望する法人又は応募グループは、 希望する応募者は、 

12 月 4 日 13 ② 応募希望表明

書の受付 

別紙２ 提案様式集 別紙３ 提案様式集 

・提出方法：「⑨事務局」へ持参 ・提出方法：「⑧事務局」へ持参 

12 月 26 日 14 ③ 守秘義務対象

資料の受取 

第１回 令和６年12月24日～令和６年12月27

日（金） 

第１回 令和６年12月 24日～令和７年１月８

日（水） 

12 月 4 日 14 ③ 守秘義務対象

資料の受取 

別紙２ 提案様式集 別紙３ 提案様式集 

・提出方法：「⑨事務局」へ持参 ・提出方法：「⑧事務局」へ持参 

４月４日 14 ③ 守秘義務対象

資料の受取 

受付期間：令和６年 11 月 29 日（金）～令和７

年３月 10日（月） 

受付期間：令和６年11月 29日（金）～令和７

年５月 16日（金） 

12 月 4 日 14 ④ 現地説明会 別紙２ 提案様式集 別紙３ 提案様式集 

・提出方法：「⑨事務局」へ持参 ・提出方法：「⑧事務局」へ持参 

12 月 4 日 14 ⑤ 公募要項等に

関する質疑応答 

別紙２ 提案様式集 別紙３ 提案様式集 

・使用様式：別紙３ 提案様式集 様式Ｄ－

１、様式Ｄ－１及び様式Ｆ－１、様式Ｆ－１ 

・使用様式：別紙３ 提案様式集 様式Ｄ－

１、様式Ｄ－２及び様式Ｆ－１、様式Ｆ－２ 

・提出方法：「⑨事務局」へ持参 ・提出方法：「⑧事務局」へ持参 

1 月 30 日 14 ⑤ 公募要項等に

関する質疑応答 

・受付期間：第２回 令和７年３月３日（月）

～令和７年３月６日（木）17時まで 

・回答日：第１回 令和７年１月28日（火）頃

までに回答 

第２回 令和７年３月27日（木）頃までに回答 

・受付期間：第２回 令和７年３月 10 日

（月）～令和７年３月 13日（木）17 時まで 

・回答日：第１回 令和７年１月 31 日（金）

頃までに回答 

第２回 令和７年４月４日（金）頃までに回

答 

12 月 26 日 14 ⑥ 参加申請・応

募書類の提出 

法人または応募グループは、 応募者は、 

12 月 4 日 14 ⑥ 参加申請・応

募書類の提出 

別紙２ 提案様式集 別紙３ 提案様式集 

・提出方法：「⑨事務局」へ持参 ・提出方法：「⑧事務局」へ持参 

1 月 30 日 14 ⑥ 参加申請・応

募書類の提出 

・提出日：令和７年４月 16 日（水）～４月 18

日（金）17 時まで 

・提出日：令和７年５月 14 日（水）～５月 16

日（金）17 時まで 



12 月 4 日 15 ⑦ 参加の辞退 別紙２ 提案様式集 別紙３ 提案様式集 

・使用様式：別紙３ 提案様式集 様式７ ・使用様式：別紙３ 提案様式集 様式７－

１、様式７－２ 

・提出方法：「⑨事務局」へ持参 ・提出方法：「⑧事務局」へ持参 

12 月 26 日 15 ⑩ 市職員等への

接触の禁止 

応募企業または応募グループのすべての構成企

業について、 

法人または応募グループのすべての構成企業

について、 

12 月 26 日 15 ① 参加資格審査 応募書類を提出した応募企業及び応募グループ

が本公募要項５．（３）に示す本公募への参加

資格を満たしているかを審査します。 

応募書類を提出した応募者が本公募要項５．

（３）に示す本公募への参加資格を満たして

いるかを審査します。 

12 月 26 日 15 ② 評価・選定方

法 

評価・選定方法や評価基準等については、12 月

下旬に公表します。 

本公募の評価方法については、参加資格審査

を合格した応募者を対象に、まずは要求水準

書・コンセプトブックへの適合性、事業計画

及び実施体制の妥当性の観点から、本市が１

次評価を行います。１次評価では、60 点満点

中 36 点を最低基準点とし、最低基準点を満た

さない応募者は落選としたうえで、１次評価

結果の上位最大４者を合格とします。 

１次審査の後、本市が設置する有識者等で構

成された「浦賀駅周辺地区活性化事業者選考

委員会（以下「選考委員会」という。）」が２

次評価を行い、選考委員会の選定結果を受け

て、本市が優先交渉権者及び次点を決定しま

す。 

12 月 26 日 15 ① 選定結果の通

知 

・優先交渉権者及び次点候補者として選定され

た応募グループのすべての構成企業の名称 

・優先交渉権者のパース等による提案の概要 

・応募グループの得点及び公募要項等で記載し

た評価項目ごとの得点内訳※ 

・優先交渉権者及び次点候補者として選定さ

れた応募者のすべての構成企業の名称 

・優先交渉権者のパース等による提案の概要 

・応募者の得点及び公募要項等で記載した評

価項目ごとの得点内訳※ 



1 月 28 日 18 ７ リスク分担 

税制リスク 

市有地活用事業に関する消費税及び地方消費税

の変更 

市有地活用事業のうち本市が費用負担する事

項に関する消費税及び地方消費税の変更 

1 月 28 日 18 ７ リスク分担 

物価 

市有地活用事業に関するインフレ、デフレ 市有地活用事業のうち本市が費用負担する事

項に関するインフレ、デフレ 

1 月 28 日 18 ７ リスク分担 

金利 

市有地活用事業の請負契約に係る金利変動 市有地活用事業のうち本市が費用負担する事

項に関する金利変動 

1 月 28 日 19 ７ リスク分担 

市有地活用事業に

関する許認可 

本市に起因する許認可取得の遅延 本市が費用負担する事項に関する本市に起因

する許認可取得の遅延 

1 月 28 日 19 ７ リスク分担 

土壌汚染 

市有地での土壌汚染の発見による市有地活用事

業の遅延や事業変更、費用及び生じた損害 

市有地での土壌汚染の発見による市有地活用

事業のうち本市が費用負担する事項の遅延や

事業変更、費用及び生じた損害 

1 月 28 日 19 ７ リスク分担 

地中障害物等の撤

去 

市有地での地中障害物等の発見による市有地活

用事業のの遅延や事業変更、費用及び生じた損

害 

市有地での地中障害物等の発見による市有地

活用事業のうち本市が費用負担する事項の遅

延や事業変更、費用及び生じた損害 

1 月 28 日 19 ７ リスク分担 

不可抗力 

市有地活用事業のうち、市有地活用事業開発業

務に係る自然災害等（地震・台風等）による業

務の変更、中止、延期、臨時休業、その他の費

用及び生じた損害 

負担者 

本市 事業者 

○ 
 

市有地活用事業のうち、市有地活用事業開発

業務に係る自然災害等（地震・台風等）によ

る業務の変更、中止、延期、臨時休業、その

他の費用及び生じた損害 

負担者 

本市 事業者 

 ○ 
 

1 月 28 日 20 ７ リスク分担 

運営費の増大 

市有地活用事業に関する本市の責任による運営

費の増大 

市有地活用事業のうち本市が費用負担する事

項による運営費の増大 



1 月 28 日 20 ７ リスク分担 

人件費等の物価変

動リスク 

市有地活用事業開始後の市有地活用事業に関す

る人件費等の物価変動に係る変動リスク 

市有地活用事業開始後の市有地活用事業のう

ち本市が費用負担する事項に関する人件費等

の物価変動に係る変動リスク 

  



 

資料名：要求水準書 

 

時点 ペー

ジ 

カ所 修正前 修正後 

12 月 4 日 1 （２）事業対象地 

①所在番地および

面積 

  

1 月 28 日 1 （２）事業対象地 

①所在番地および

面積 

駅前工場跡エリアの国有地の位置は守秘義務対

象資料３における橙色の範囲を参照ください。 

 

駅前工場跡エリアの国有地の位置は守秘義務

対象資料３－１における橙色の範囲を参照く

ださい。みかん山周辺エリアの国有地の位置

は守秘義務対象資料３－２における青色の範

囲を参照してください。 

 



4 月 4日 1 （２）事業対象地 

①所在番地および

面積 

 
 

12 月 4 日 3 ② 供給処理施設

の状況 

現在の供給処理施設の状況は守秘義務対象資料

6-1 から 6-4 を参照ください。 

現在の供給処理施設（上下水道）の状況は守

秘義務対象資料 6-1 から 6-4 を参照ください。 

12 月 4 日 4 ③ 土壌汚染 土壌汚染調査の結果は守秘義務対象資料 10-1か

ら 11を参照ください。 

駅前工場跡エリア及び市有地の土壌汚染調査

の結果は守秘義務対象資料 8-1 から 8-3 及び

10-1 から 11 を参照ください。 

2 月 28 日 4 ② 浦賀ドック再整

備・運営事業 

共通 プロジェク

トマネジメント業

務 

民有地開発事業、基本計画検討業務及び市有地

活用事業について、本市との協議等の窓口とな

るとともに、事業全体の進捗管理、関係企業の

マネジメントや事業間の連携を推進する。 

民有地開発事業、基本計画検討業務及び市有

地活用事業について、本市との協議等の窓口

となるとともに、事業全体の進捗管理、関係

企業のマネジメントや事業間の連携、エリア

マネジメントに係る取組みを推進する。 

1 月 30 日 5 （４）事業スケジ

ュール 

応募書類の受付 令和７年４月 16 日～

令和７年４月 18 日 

応募書類の受付 令和７年５月 14 日～

令和７年５月 16 日 

１次審査の結果通知 令和７年６月上旬 １次審査の結果通知 令和７年７月上旬 

選考委員会によるヒア

リング 

令和７年６月下旬 選考委員会によるヒ

アリング 

令和７年７月下旬 

選定結果公表 令和７年７月頃 選定結果公表 令和７年８月頃 

浦賀駅前周辺地区活性

化事業の実現に向けた

三者連携協定締結 

事業協力者協定締結 

令和７年８月以降 浦賀駅前周辺地区活

性化事業の実現に向

けた三者連携協定締

結 

令和７年９月以降 



事業協力者協定締結 

12 月 4 日 8 （１）開発計画 追加 土地取得後、速やかに開発に着手するととも

に、敷地全体の活用・開発を滞ることなく展

開してください。 

2 月 28 日 10 （１）プロジェク

トマネジメント業

務 

・本事業全体の進捗管理や統括管理等の全体調

整を行う体制を整えてください。 

・プロジェクトマネジメント業務の担当者は、

本市との協議等の窓口としての役割を担ってく

ださい。 

・定期的に本事業の進捗状況を確認し、関係者

へ共有を行うともに、必要な調整を行ってくだ

さい。 

・本市との定期的な連絡会議を開催し、本事業

全体の進捗状況の報告を行ってください。 

・民有地及び市有地の維持管理・運営方針を連

携して行うよう調整してください。 

・事業対象地を対象に、事業提案書に基づい

た事業の実施を円滑かつ着実に推進するため

に、本事業全体の進捗管理や統括管理等の全

体調整を行う体制を整えてください。 

・プロジェクトマネジメント業務の担当者

は、本市との協議等の窓口としての役割を担

ってください。 

・定期的に本事業の進捗状況を確認し、関係

者へ共有を行うともに、必要な調整を行って

ください。 

・本市との定期的な連絡会議を開催し、本事

業全体の進捗状況の報告を行ってください。 

・民有地及び市有地の維持管理・運営方針を

連携して行うよう調整してください。 

2 月 28 日 10 （２）エリアマネ

ジメント業務 

追加 ・民有地及び市有地において、各種イベント

の開催やプロモーションの実施など、敷地全

体のにぎわい創出、価値向上を図るためのエ

リアマネジメントの体制を整え、取組を推進

してください。 

・必要に応じて敷地外の周辺の施設・事業等

との連携を図りながら、実施してください。 

12 月 26 日 10 （２）②歴史を継

承し体験できる集

客交流拠点の整備 

追加 施設整備にあたっては、浦賀奉行所を想起さ

せる外観デザインを導入するなど、浦賀の歴

史を継承・発信できるものとしてください。 



 

  



 

資料名：コンセプトブック 

 

時点 ペー

ジ 

カ所 修正前 修正後 

12 月 26 日 8 歴史の継承と発信 追加 奉行所のイメージ写真を追加 

 

 

  



資料名：様式集（ワード） 

 

時点 ページ カ所 修正前 修正後 

12月4日 1～2 様式一覧 様式Ｅ－１ 現地説明会参加申込書（単体企業

用） 

様式Ｅ－２ 現地説明会参加申込書（グループ

用） 

 

様式Ｅ 現地説明会参加申込書 

12月4日 1～2 様式一覧  アプリ（Word と Excel）を追加（それに伴い表

の幅等微調整） 

2月28日 44 様式３－７ ・ 本事業による雇用創出や産業振興について、

十分かつ明確に見込まれていること。 

・ 本事業による雇用創出や産業振興、周辺地

域との連携による地域の魅力向上などの効

果について、十分かつ明確に見込まれてい

ること。 

2月28日 55 様式５－１ ・ 全体コンセプト・全体計画及び民有地・市有

地の活用を実現可能な業務体制、事業スキー

ムとなっていること。 

・ プロジェクトマネジメントを担う主体、各役

割について明確に記載すること。 

・ 全体コンセプト・全体計画及び民有地・市

有地の活用を実現可能な業務体制、事業ス

キームとなっていること。 

・ プロジェクトマネジメントを担う主体、各

役割について明確に記載すること。 

・ エリアマネジメントの推進体制について明

確に記載すること。 

 

  



 

資料名：評価基準書 

時点 ページ カ所 修正前 修正後 

2月28日 3 ３ 評価項目と配

点 

②２次評価 

１．提案に関する

評価 

地域貢献・地域連

携への考慮 

・ 本事業による雇用創出や産業振興について、

十分かつ明確に見込まれているか。 

 

・ 本事業による雇用創出や産業振興、周辺地

域との連携による地域の魅力向上などの効

果について、十分かつ明確に見込まれてい

るか。 

2月28日 3 ３ 評価項目と配

点 

②２次評価 

３．実施体制に関

する評価 

業務実施体制 

・ 全体コンセプト・全体計画及び民有地・市有

地の活用を実現可能な業務体制、事業スキー

ムとなっているか。各企業の役割等は明確か

どうか。プロジェクトマネジメントを担う主

体が明確かどうか。 

・ 全体コンセプト・全体計画及び民有地・市

有地の活用を実現可能な業務体制、事業ス

キームとなっているか。各企業の役割等は

明確かどうか。プロジェクトマネジメント

を担う主体が明確かどうか。エリアマネジ

メントの推進体制は明確かどうか。 

2月28日 4 ６ 優先交渉権者

選定後の流れ 

（１）浦賀駅前周

辺地区活性化事業

の実現に向けた三

者連携協定の締結 

・ 優先交渉権者と速やかに三者連携協定が締結

されない場合、本市及び、住友重機械工業は

次点となった者とあらためて三者連携協定の

締結以降の手続を行うことができます。 

・ 優先交渉権者と速やかに三者連携協定が締

結されない場合、又は三者連携協定が解除

された場合には、本市及び、住友重機械工

業は次点となった者とあらためて三者連携

協定の締結以降の手続を行うことができま

す。 

 

 

 

 

 



 

資料名：守秘義務対象資料一覧 

 

時点 ペー

ジ 

カ所 修正前 修正後 

１月 28 日 1  守秘義務対象資料３ 駅前工場跡エリア土地所

有者配置図 

守秘義務対象資料３－１ 駅前工場跡エリア土

地所有者配置図 

１月 28 日 1  追加 守秘義務対象資料３－２ みかん山周辺エリア

における国有地及び土砂災害特別警戒区域（急

傾斜） 

１月 28 日 2  追加 守秘義務対象資料43 展示物資料例 

２月５日 2  追加 守秘義務対象資料44 みかん山周辺エリアにお

ける急傾斜地崩壊防止工事の概要 

 

  



 

資料名：三者連携協定書 

時点 ペー

ジ 

カ所 修正前 修正後 

4 月 4日 3 第 10条第 1 項 第 10 条 甲は、本事業の公募手続に関し、第８

条第４号のいずれかの事由が生じたときは、丙

に対し、金 50,000,000 円を違約金として請求す

ることができるものとする。 

第10条 甲は、本事業の公募手続に関し、第８

条第４号のいずれかの事由が生じ、且つ本協定

が解除となったときは、丙に対し、金

50,000,000円を違約金として請求することがで

きるものとする。 

 

 

 

資料名：事業協力者協定書 

時点 ペー

ジ 

カ所 修正前 修正後 

4 月 4日 4 第 11条第 1 項 第 11 条 構成企業のいずれかが本事業から離脱

した場合、代表企業及び他の構成企業は、この

離脱にかかわらず本事業を継続して実施する責

任を負うものとする。なお、代表企業は本事業

から離脱できないものとする。 

第11条 構成企業のいずれかが本事業から離脱

した場合、代表企業及び他の構成企業は、この

離脱にかかわらず本事業を継続して実施する責

任を負うものとする。なお、代表企業及び市有

地活用事業代表企業は本事業から離脱できない

ものとする。 

4 月 4日 5 第 16条第 1 項 第 16 条 甲は、前条各号のいずれかの事由が生

じたときは、乙に対し、金 50,000,000 円を違約

金として請求することができるものとする。 

第16条 甲は、前条各号のいずれかの事由が生

じ、且つ本協定書が強制解除となったときは、

乙に対し、金50,000,000円を違約金として請求

することができるものとする。 

 

 

 


